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１．はじめに 

(１) 人口ビジョンの改訂に当たって 

  本町では、２０１５（平成２７）年に制定された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国

の長期ビジョンの期間である２０６０（令和４２）年にあわせ将来人口推計を行い、施策に関

しては２０１９（令和元）年度までの５年間を計画期間とする、「白老町人口ビジョン及びまち・

ひと・しごと創生総合戦略」を２０１５（平成２７）年１０月に策定し、地方創生の取り組み

を推進してきました。 

  人口ビジョンでは、直近２０２０（令和２）年の目標値を１７，２２１人と設定していまし

たが、実態の総人口は２０１９（令和元）年１０月時点で１６，６５４人（住民記録 人口世帯

集計表）と、目標と実態に約６００人の乖離がみられました。 

また、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の推計値をみると、最新の

２０１８（平成３０）年公表値と人口ビジョン策定時の２０１３（平成２５）年公表値では、

２０４０（令和２２）年時点で約１，５００人下方修正され、計画策定時よりも人口減少が深

刻化すると推計されています。 

  このような状況を踏まえ、２０１５（平成２７）年国勢調査人口を基準人口としつつ、２０

１８（平成３０）年公表の最新の社人研推計や近年の人口移動、社会情勢等を加味した上で、

白老町人口ビジョンの改訂を行うものです。 

 

 

(２) 人口ビジョンの位置づけと対象期間 

１) 人口ビジョンの位置づけ 

  人口ビジョンは、本町の人口の現状と将来を分析し、今後目指すべき将来の方向を提示する

ことを目的とし、まち・ひと・しごと創生の実現に向け効果的な施策を立案する上での重要な

基礎資料として位置づけます。 

また、第６次白老町総合計画の将来目標人口は、本ビジョンの推計値をもとに設定すること

とします。 

 

２) 人口ビジョンの対象期間 

  国の長期ビジョンの期間（２０６０（令和４２）年）が基本となることから、本町において

も同年までの将来人口推計を行い、なかでも中期的（２０４５（令和２７）年）な将来人口推

計に重点を置くこととします。 
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２．人口の現状分析 

(１) 総人口・年齢３区分別人口の推移 

１) 総人口の推移 

・本町の総人口は、１９８５（昭和６０）年の２４，３５３人をピークに減少傾向に転じ、２０

１５（平成２７）年には１７，７４０人となり、３０年間で６，６１３人減少しています。 

・また、社人研推計によれば、今後一層人口減少は進み、２０４５（令和２７）年には７，７７

０人になると推計されています。 

・さらに、社人研に準拠した長期推計では、２０６０（令和４２）年までに、２０１５（平成２

７）年時点における総人口の約４分の１となる、４，２５８人まで減少すると推計されていま

す。 

 

２) 年齢３区分別人口の推移 

・生産年齢人口（１５歳から６４歳）は総人口と同様、１９８５（昭和６０）年の１６，３５４

人をピークに減少傾向に転じ、２０１５（平成２７）年には８，９７８人となり、ピーク時の

約半数近くまで減少しています。 

・年少人口（０歳から１４歳）は、１９７５（昭和５０）年の６，３３４人をピークに減少に転

じ、２０１５（平成２７）年には１，４７５人となり、ピーク時の約４分の１まで減少してい

ます。 

・老年人口（６５歳以上）は、平均寿命が延びたことにより、一貫して増加しており、２０１５

（平成２７）年では７，２０４人となっています。 

・社人研に準拠した長期推計では、２０２０（令和２）年に老年人口が生産年齢人口と同程度と

なり、以降、老年人口が生産年齢人口を上回りながら、全ての年齢区分で人口が減少すると推

計されています。 
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２．人口の現状分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

※２０４５（令和２７）年から２０６０（令和４２）年の値は、２０１８（平成３０）年社人研に準拠した長期推

計より作成しており、次頁以降も同様です。 

※総人口の値は年齢不詳者を含めて計上しているため、各年齢区分の合計値と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総人口のピーク 

老年人口が生産年
齢人口と同程度 

【ポイント】 

 ・総人口は、１９８５（昭和６０）年をピークに、年々人口減少が進行。 

 ・２０３５（令和１７）年から２０４０（令和２２）年にかけて、総人口が１万人を割ると

推計。 

 ・２０２０（令和２）年には、生産年齢人口と老年人口が同程度となり、その後、老年人口

も減少へ転じると推計。 
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２．人口の現状分析 

(２) 人口ピラミッドの推移 

・基準年である２０１５（平成２７）年の３０年前となる１９８５（昭和６０）年では、１０歳

代や３０歳代、４０歳代の人口が多く、２０歳代及び老年人口が少ない「星型」の形状となっ

ています。 

・２０１５（平成２７）年では、６０歳以上の人口が多く、少子・高齢化を迎えた「つぼ型」へ

と変化しています。 

・２０４５（令和２７）年では、人口減少が進行するなか、さらに顕著な少子・高齢化が見られ、

２０歳代以下の人口は男女それぞれ２桁になると推計されています。また、１５年後の２０６

０（令和４２）年には、その傾向がより強くなると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：１９８５（昭和６０）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 
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【ポイント】 

 ・１９８５（昭和６０）年から２０１５（平成２７）年で、「星形」から「つぼ型」へ変化。 

 ・２０４５（令和２７）年、２０６０（令和４２）年には、少子・高齢化が顕著に進行。 
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２．人口の現状分析 

（H27）
2015年

（R2)
2020年

（R7）
2025年

（R12）
2030年

（R17）
2035年

（R22）
2040年

（R27）
2045年

（R32）
2050年

（R37）
2055年

（R42）
2060年

人口（人） 800 737 666 592 527 463 402 321 267 212

増減率（％） 0 ▲ 8 ▲ 17 ▲ 26 ▲ 34 ▲ 42 ▲ 50 ▲ 60 ▲ 67 ▲ 73

人口（人） 3,420 3,055 2,747 2,453 2,165 1,906 1,679 1,363 1,162 957

増減率（％） 0 ▲ 11 ▲ 20 ▲ 28 ▲ 37 ▲ 44 ▲ 51 ▲ 60 ▲ 66 ▲ 72

人口（人） 4,655 4,272 3,878 3,457 3,042 2,641 2,264 1,816 1,546 1,284

増減率（％） 0 ▲ 8 ▲ 17 ▲ 26 ▲ 35 ▲ 43 ▲ 51 ▲ 61 ▲ 67 ▲ 72

人口（人） 943 840 726 614 503 401 320 243 197 158

増減率（％） 0 ▲ 11 ▲ 23 ▲ 35 ▲ 47 ▲ 57 ▲ 66 ▲ 74 ▲ 79 ▲ 83

人口（人） 2,488 2,250 1,998 1,746 1,482 1,231 1,011 784 661 551

増減率（％） 0 ▲ 10 ▲ 20 ▲ 30 ▲ 40 ▲ 51 ▲ 59 ▲ 68 ▲ 73 ▲ 78

人口（人） 1,859 1,664 1,458 1,249 1,047 863 702 542 455 374

増減率（％） 0 ▲ 10 ▲ 22 ▲ 33 ▲ 44 ▲ 54 ▲ 62 ▲ 71 ▲ 76 ▲ 80

人口（人） 2,108 1,838 1,575 1,324 1,115 927 765 591 483 389

増減率（％） 0 ▲ 13 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 47 ▲ 56 ▲ 64 ▲ 72 ▲ 77 ▲ 82

人口（人） 1,467 1,320 1,165 1,020 879 748 627 490 406 333

増減率（％） 0 ▲ 10 ▲ 21 ▲ 30 ▲ 40 ▲ 49 ▲ 57 ▲ 67 ▲ 72 ▲ 77

人口（人） 17,740 15,976 14,213 12,455 10,760 9,180 7,770 6,150 5,177 4,258

増減率（％） 0 ▲ 10 ▲ 20 ▲ 30 ▲ 39 ▲ 48 ▲ 56 ▲ 65 ▲ 71 ▲ 76

北吉原

竹浦

虎杖浜

合計

地区

社台

白老町鉄南

白老町鉄北

石山

萩野

(３) 地区別人口の推移 

・社人研推計に基づく地区別の人口推計（注１）によれば、総人口の推移と同様に、各地区にお

いても人口減少が進むと推計されています。 

・また、２０１５（平成２７）年の各地区別人口を基準に人口増減率をみると、２０６０（令和

４２）年時点において、町全体の増減率が▲７６％であるのに対し、石山地区（▲８３％）が

最も人口減少が進む地区であると推計されています。その他、竹浦地区（▲８２％）、北吉原

地区（▲８０％）、萩野地区（▲７８％）、虎杖浜地区（▲７７％）も、町全体の増減率より高

い状況になると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

注１：地区別の社人研推計については、各年における町全体の推計値を用いて、各地区の人口を按分して算出して

います。 

  
【ポイント】 

 ・地区別では石山地区や竹浦地区、北吉原地区等が、深刻な人口減少に直面すると推計。 



 

6 

 

２．人口の現状分析 

(４) 世帯数等の推移 

・２０１５（平成２７）年時点における本町の世帯数は、７，９１１世帯ですが、２０４０（令

和２２）年には６，７２７世帯と、約１，２００世帯減少すると推計されています（注１）。 

・１世帯当たりの人員の推移について、２０２０（令和２）年時点では２．０５人／世帯ですが、

２０２５（令和７）年には１．９８人／世帯と１世帯当たりの人員が２人を下回り、その後も

減少すると推計されています。また、国や北海道と比較しても、より低い値で推移すると推計

されています。 

 

 

 
出典：２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

注１：本町の世帯数の推計値は、２０１５（平成２７）年時点における世帯数を、国の社人研推計値の減少率を用

いて算出しています。 
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国 道 白老町
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【ポイント】 

 ・世帯数は、年々減少すると推計。 

 ・１世帯当たりの人員の推移は、国や北海道全体よりも低い値で減少すると推計。 
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２．人口の現状分析 

(５) 自然増減と社会増減の推移 

・自然動態をみると、出生数が減少し、死亡数が横ばいに推移していることから、「自然減」の

状況が続いています。 

・社会動態をみると、転入数・転出数ともに減少傾向にあり、転出数が転入数を常に上回ってい

ることから、「社会減」の状況が続いています。 

 

 

 

出典：人口動態調査、住民基本台帳人口移動報告 
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2012年
（H24年）

2013年
（H25年）

2014年
（H26年）

2015年
（H27年）

2016年
（H28年）

2017年
（H29年）

2018年
（H30年）

▲ 263 ▲ 392 ▲ 296 ▲ 328 ▲ 371 ▲ 418 ▲ 290 ▲ 391 ▲ 345

増減（人） ▲ 69 ▲ 215 ▲ 66 ▲ 114 ▲ 136 ▲ 181 ▲ 98 ▲ 165 ▲ 102

転出（人） 759 851 737 756 723 798 678 688 645

転入（人） 690 636 671 642 587 617 580 523 543

増減（人） ▲ 194 ▲ 177 ▲ 230 ▲ 214 ▲ 235 ▲ 237 ▲ 192 ▲ 226 ▲ 243

死亡（人） 293 254 308 301 305 298 253 287 292

出生（人） 99 77 78 87 70 61 61 61 49

自然動態

社会動態

人口増減総数（人）

年　　次

【ポイント】 

 ・自然増減（出生数－死亡数）・社会増減（転入数－転出数）ともに、“自然減”・“社会減”

で推移。 
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２．人口の現状分析 

(６) 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

・グラフの縦軸に社会増減、横軸に自然増減をとり、経年変化（１９９４～２０１７年）の推移

をみると、１９９９（平成１１）年頃までは、自然減より社会減の方が多くみられ、２０００

（平成１２）年から２００２（平成１４）年頃には、自然減の方が多い状況へと変化していま

す。さらに２００２（平成１４）年から２００３（平成１５）年にかけて、急激に社会減が多

くなり、２００６（平成１８）年から２０１１（平成２３）年頃には、自然減及び社会減とも

に同程度で減少しています。 

・近年の傾向としては、社会減よりも自然減の影響を大きく受けていることがわかります。 

 

 

出典：ＲＥＳＡＳ（人口_人口増減_自然増減・社会増減の推移_市区町村） 
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社
会
増
減
数
（
人
）

自然増減数（人）

総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響

自然増（－）

社会増（＋）

自然増（＋）

社会増（＋）

自然増（－）

社会増（－）
自然増（＋）

社会増（－）

1994

（H6）

1999

（H11）

2000

（H12）

2003

（H15）

2006

（H18）

2017

（H29）

2002

（H14）

2011

（H23）
(Ｈ５～Ｈ１１年) 
自然減 ＜ 社会減 

(Ｈ１２～Ｈ１４年) 
自然減 ＞ 社会減 

【近年の傾向】 
自然減 ＞ 社会減 

【ポイント】 

 ・１９９９（平成１１）年頃までは、自然減よりも社会減の影響が大きい傾向。 

 ・２０００（平成１２）年頃以降は、社会減よりも自然減の影響が大きい傾向。 
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２．人口の現状分析 

(７) 合計特殊出生率の推移 

・合計特殊出生率をみると、１９８３（昭和５８）年から１９８７（昭和６２）年時点では、１．

７８と国の値（現在の希望出生率１．８）とほぼ同等でしたが、それ以降低下し続け、直近の

２０１３（平成２５）年から２０１７（平成２９）年には、１．２１（注１）となっています。 

・また、北海道全体と比較すると、２００３（平成１５）年から２００７（平成１９）年までは、

同様に低下傾向にあるものの、北海道全体の値よりも高い値で推移していましたが、２００８

（平成２０）年から２０１２（平成２４）年にほぼ同程度の値となり、２０１３（平成２５）

年から２０１７（平成２９）年には北海道全体の値を下回っています。 

 

 

出典：人口動態統計特殊報告 

注１：２０１３（平成２５）年～２０１７（平成２９）年における白老町の合計特殊出生率は、独自算定による値

です。算定方法は、２０１３（平成２５）年～２０１７（平成２９）年の５歳階級別の女性の出生数を５歳

階級別の女性人口で割り、合計した値を５倍し各年の平均値としており、本町では１．０５となります（た

だし、国の算定方法と異なります）。国の算定方法による数値に近づけるため、２００８（平成２０）年～

２０１２（平成２４）年の独自算定による１．１１と国の値１．２７の比を用いて、１．２１を算出してい

ます。 
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合計特殊出生率の推移

国 道 白老町

【ポイント】 

 ・一貫して低下し続け、２０１３（平成２５）年から２０１７（平成２９）年の独自算定 

値では１．２１。（国や道の値を下回る） 
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２．人口の現状分析 

(８) 男女別・５歳階級別の有配偶者率の推移 

・２０１０（平成２２）年と２０１５（平成２７）年における男女別・５歳階級別の有配偶者数

をみると、男女ともに全ての年代で減少しています。 

・また、男女別有配偶者率をみると、男性は有配偶者数と同様、全ての年代で低下しています。

一方、女性は、２０～２４歳、３５～３９歳の年代で低下していますが、それ以外の年代では

上昇しています。また、女性全体において、２０１０（平成２２）年時点では４８．５％です

が、２０１５（平成２７）年時点では４９．９％と、若干上昇している状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査 

 

 

 

  

総数（人）
有配偶者

数（人）

有配偶者

率（％）
総数（人）

有配偶者

数（人）

有配偶者

率（％）
総数（人）

有配偶者

数（人）

有配偶者

率（％）
総数（人）

有配偶者

数（人）

有配偶者

率（％）

20～24歳 297 22 7.4 258 15 5.8 279 40 14.3 218 24 11.0
25～29歳 355 101 28.5 304 59 19.4 321 120 37.4 223 85 38.1
30～34歳 413 174 42.1 305 119 39.0 402 189 47.0 292 156 53.4
35～39歳 517 280 54.2 389 173 44.5 526 311 59.1 386 202 52.3
40～44歳 493 275 55.8 510 274 53.7 553 350 63.3 513 347 67.6

計 2,075 852 41.1 1,766 640 36.2 2,081 1,010 48.5 1,632 814 49.9

区分 2010（H22）年 2015（H27）年 20１0（H22）年 2015（H27）年
女性男性

男性は全ての年代
で低下している 
女性は上昇してい
る年代もある 

【ポイント】 

 ・有配偶者数は、男女ともに、全ての年代で減少している状況。 

・有配偶者率において、男性は全ての年代で低下している一方、女性は低下している年代は

あるものの、全体では若干上昇している状況。 

【男性】 
有配偶者数・率と
もに、全ての年代
で低下している 

【女性】 
有配偶者数は、全ての年
代で減少している 
有配偶者率の合計値は、
若干上昇している 
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２．人口の現状分析 

(９) 男女別・５歳階級別の人口移動分析 

・２０１０（平成２２）年から２０１５（平成２７）年の５年間における男女別・５歳階級別人

口移動の状況をみると、最も人口移動がある年代は、男性の「１０～１４歳→１５～１９歳」

であり、それ以外は男性・女性ともに、ほとんどの年代で減少傾向にあります。 

・「１５～１９歳→２０～２４歳」では、男女ともに２００人弱が減少しており、町外への進学

や就職の影響と考察されます。 

 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査 

注１：年齢不詳は含まないこととします。 

注２：上記数値は死亡数も含んでいるため、留意が必要です。 
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男女ともに２００人
弱減少している 

【ポイント】 

 ・ほぼ全ての年齢層にわたり、社会減（転入者数より転出者数の方が多い）の状況。 

 ・特に「１５～１９歳→２０～２４歳」に大きな転出超過。 
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２．人口の現状分析 

(１０) 地域ブロック別人口移動の分析 

１) 北海道における地域ブロック別人口移動の状況 

・２０１６（平成２８）年から２０１８（平成３０）

年の３年間の北海道における地域ブロック別人

口移動の状況をみると、東京圏への転出超過が大

部分を占めています。 

・東北地方と四国地方のみ、常に転入超過となって

おり、２０１６（平成２８）年には、中国地方も

転入超過がみられましたが、その後の２年間は転

出超過となっています。 

 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告        

２) 本町における地域別人口移動の状況 

・２０１６（平成２８）年から２０１８（平成３０）年の３年間の本町における地域別人口移動

の状況をみると、苫小牧市への転出超過数が最も多くなっており、次いで札幌市、千歳市とな

っています（近隣の市町への転出が多くみられます）。 

・総純移動数をみると、毎年約１００人程度の人口が転出しています。 

  
純移動数（「転入数－転出数」：転入超過数） （人） 

２０１６（平成２８）年 ２０１７（平成２９）年 ２０１８（平成３０）年 

札幌市 ▲３３ ▲４６ ▲１３ 

苫小牧市 ▲８０ ▲１０４ ▲１０４ 

登別市 ４ ▲７ ３ 

室蘭市 ▲３ ▲５ ▲１１ 

千歳市 ▲２０ ▲１３ ▲５３ 

恵庭市 ▲１ ０ １３ 

その他道内 ３７ ２３ ６０ 

東京都 ▲８ ▲３ ▲２ 

その他道外 ６ ▲１０ ５ 

総数 ▲９８ ▲１６５ ▲１０２ 

出典：住民基本台帳人口移動報告 
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【ポイント】 

 ・近隣市町への転出超過数が多い状況（最も多いのは、苫小牧市）。 
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２．人口の現状分析 

(１１) 通勤・通学状況の分析 

・２０１５（平成２７）年の通勤・

通学状況をみると、道央自動車

道と国道３６号に接続する市

町村への町外流出・町外流入が

多い状況となっています。 

・最も多く通勤・通学しているの

は、町外流出及び町内流入とも

に、苫小牧市であり、町外流出

が１，１０６人、町内流入が１，

３３２人となっています。 

・また、２００５（平成１７）年

から２０１５（平成２７）年に

かけて、苫小牧市との関係をみ

ると、町外流出が減少している

一方で、町内流入は、増加して

います。 

 

 
出典：２０１５（平成２７）年国勢調査より作成 

 

■町外流出・町内流入の状況 

 

出典：各年国勢調査 

  

2005(H17)年 2010(H22)年 2015(H27)年 2005(H17)年 2010(H22)年 2015(H27)年 2005(H17)年 2010(H22)年 2015(H27)年

10,853 8,459 7,971 10,586 8,400 8,186 ― ― ―

8,700 6,412 6,042 8,700 6,412 6,042 ― ― ―

2,153 1,948 1,873 1,886 1,988 2,144 ▲ 267 40 271

札幌市 43 47 47 札幌市 50 37 50 7 ▲ 10 3

室蘭市 299 290 230 室蘭市 158 93 118 ▲ 141 ▲ 197 ▲ 112

苫小牧市 1,341 1,151 1,106 苫小牧市 1,027 1,295 1,332 ▲ 314 144 226

千歳市 22 14 24 千歳市 16 11 19 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 5

登別市 364 359 358 登別市 550 487 516 186 128 158

他市町村 63 70 79 他市町村 80 58 87 17 ▲ 12 8

21 17 29 5 7 22 ▲ 16 ▲ 10 ▲ 7

0 99 56 0 0 0 0 ▲ 99 ▲ 56

白老町に常住する人（町民）の従業・通学地

道 外

白老町内で従業・通学

不 詳 不 詳

道

内

道 外

流入流出差

白老町に常住する
従業・通学者の合計

白老町外で従業・通学
（町外流出）

白老町で従業・通学する人の常住地（住んでいる場所）

白老町で従業・通学する
人の合計

白老町内に常住

白老町外に常住
（町内流入）

道

内

(人) 

（単位：人） 

苫小牧市との関りが 
最も強い 

【ポイント】 

 ・居住地が苫小牧市で、昼間は白老町へ通勤・通学し、夜間に戻る方が多い。 

■通勤・通学の人の流れ 
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２．人口の現状分析 

(１２) 雇用や就労等に関する分析 

１) 男女別産業人口の状況 

・男女別産業人口をみると、男性で最も就業者が多いのは製造業（７９４人）であり、次いで建

設業（５４６人）となっています。また、女性で最も就業者が多いのは医療・福祉（７４８人）

であり、次いで卸売業・小売業（５１０人）となっています。 

・全国値と比較し各産業の優位性を示す特化係数（注１）をみると、男女ともに漁業と鉱業・採

石業・砂利採取業が高くなっており、その他は概ね同程度の値となっています。 

・鉱業・採石業・砂利採取業に携わる人口は少数ですが、特化係数は高い傾向（男性は１１．１、

女性は１９．２）にあります。 

 
出典：２０１５（平成２７）年国勢調査 

注１：Ｘ産業の特化係数とは、全国のＸ産業の就業者比率を白老町のＸ産業の就業者比率で割った値です。 
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【ポイント】 

 ・就業者数については、男性は“製造業”、女性は“医療・福祉”が最も多い。 

 ・特化係数については、男女ともに、“漁業”と“鉱業・採石業・砂利採取業”が高い。 
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２．人口の現状分析 

 

２) 男女別・従業上の地位別産業人口 

・２０１０（平成２２）年と２０１５（平成２７）年の男女別・従業上の地位別産業人口を比較

すると、男性で最も就業者数が多い製造業では正職員が減少し、パート等従事者が増加してい

ます。また、女性で最も就業者数が多い医療・福祉では、正職員とパート等が増加しており、

構成割合は同等程度となっております。 

・２０１５（平成２７）年の女性の従業上の地位別産業人口に着目すると、ほとんどの産業にお

いて、パート等の人口が多い傾向にあります。 

 
出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査  
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男女別・従業上の地位別産業人口

正職員 派遣社員 パート等 役員 自営業主 家族従事者 家庭内職者

（人）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

（男）

（女）

Ａ 農業，林業

うち農業

Ｃ 鉱業，採石業，砂

利採取業

Ｂ 漁業

Ｄ 建設業

Ｅ 製造業

Ｇ 情報通信業

Ｆ 電気・ガス・熱供

給・水道業

Ｈ 運輸業，郵便業

Ｉ 卸売業，小売業

Ｋ 不動産業，

物品賃貸業

Ｊ 金融業，保険業

Ｌ 学術研究，専門・

技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食

サービス業

Ｏ 教育，学習支援

業

Ｎ 生活関連サービ

ス業，娯楽業

Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事

業

Ｓ 公務（他に分類さ

れるものを除く）

Ｒ サービス業（他に

分類されないもの）

Ｔ 分類不能の産業

【ポイント】 

 ・男性は正職員が減り、パート等従事者が増えている。一方、女性はパート等従事者が 

  多い傾向にある。 
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２．人口の現状分析 

 

３) 年齢階級別産業人口の状況 

・年齢階級別産業人口をみると、ほとんどの産業において、６０歳以上の就業者割合が２０％を

超えており、全体的に高齢化が進んでいます。そのなかでも、特に不動産業・物品賃貸業が５

１．３％、宿泊業・飲食サービス業が４３．７％、生活関連サービス業が４０．１％、農業が

３９．１％と高い傾向にあります。 

・また、特化係数が高い漁業が３３．８％、鉱業・採石業・砂利採取業が３３．３％といずれも

高齢化が進んでいます。 

 
出典：２０１５（平成２７）年国勢調査  

【ポイント】 

 ・ほとんどの産業において、６０歳以上の就業者割合が２０％を超えている。 
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２．人口の現状分析 

 

４) 完全失業率 

・本町の完全失業率をみると、１９９０（平成２）年以降上昇傾向にあり、２０１０（平成２２）

年では、１０％を超えています。しかし、２０１５（平成２７）年では、７．２６％まで低下

しています。また、本町の完全失業率は、北海道より高い値で推移しており、２０１０（平成

２２）年では、最も差が大きくなっています。 

 

 

出典：２０１８（平成３０）年度白老町統計書  

1.54 
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3.62 
4.39 4.78 
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4.62 1.72 
2.20 

2.48 

4.50 
3.83 

4.94 
5.89 

7.81 
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7.26 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

（S45）

1970年

（S50）

1975年

（S55）

1980年

（S60）

1985年

（H2）

1990年

（H7）

1995年

（H12）

2000年

（H17）

2005年

（H22）

2010年

（H27）

2015年

完全失業率の推移

道 白老町

（％）

【ポイント】 

 ・完全失業率は北海道よりも高い値で推移しており、２０１０（平成２２）年が最も高い。 

しかし、２０１５（平成２７）年には低下している。 
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２．人口の現状分析 

(１３) ＲＥＳＡＳによる地域経済循環分析 

・地域経済分析システム（以下「ＲＥＳＡＳ」という。）における、２０１３（平成２５）年の地

域経済循環図をみると、支出の６４２億円に比べ生産（稼ぐ力）が５６２億円と少なく地域経

済循環率は８７．６％となっており、他地域への依存度が若干高くなっていることがわかりま

す。 

・生産（付加価値額）では、５６２億円の生産（稼ぐ力）となっています。 

・分配（所得）では、雇用者所得が２９９億円、一人当たりの平均所得は４１０万円と、北海道

平均の４１５万円より所得水準が低くなっています。 

・また、企業所得や補助金等のその他所得は、白老町外から８５億円流入しています。 

・支出では、民間消費額は３２０億円と域内消費は一定規模確保されており、さらに、観光等に

よる域外からの消費流入は６７億円あります。しかしながら、企業設備投資や在庫投資等の民

間投資額やその他支出については、地域外へ流出している傾向にあります。 

 

 

出典：白老町における地域経済循環図（２０１３（平成２５）年）【ＲＥＳＡＳ】 
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２．人口の現状分析 

 

 

・町外に移輸出して稼いでいる産業のなかで最も多いのは、パルプ・紙（５５１億円）であり、

次いで、石油・石炭製品（２４７億円）となっています。また、町外からの移輸入に依存してい

る産業のなかで最も多いのは、公共サービス（９４億円）であり、次いで、公務（７２億円）と

なっています。 

 

■白老町における町外との取引状況 

 

 

出典：白老町における地域経済循環図（２０１３（平成２５）年）【ＲＥＳＡＳ】 

注１：金額は総生産額を示しています。 

注２：赤色は、“町外に移輸出して稼いでいる産業”、青色は、“町外からの移輸入に依存している産業”を示して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】 

 ・支出における民間投資等は町外に流出しており、町内に取り込んだ収入を最大限活かし 

きれていない状況にある。 
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２．人口の現状分析 

(１４) 町民意識調査及び転出者・転入者アンケート調査の分析 

１) 令和元年度まちづくり町民意識調査 

・２０１９（令和元）年に白老町内に在住する満１８歳以上の男女２，０００人を対象として、

本町が実施する各施策項目に対する町民の満足度及び今後の重要度、町民意識度、意見要望等

に関するアンケートを実施しました。（回答者数は５８０人、回答率は２９．０％） 

 

 【子育てに関するアンケート結果】 

 

 

  

 

出典：２０１９（令和元）年度 まちづくり町民意識調査報告書 
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若者が魅力に感じる仕事・産業の育成

出産・育児・子育て支援の充実

商業・娯楽・サービスなど立地促進

女性の勤めやすい就業条件の改善

公営住宅などの住環境の整備

起業などにチャレンジしやすい環境整備

白老町のPRを目的とした情報発信

魅力ある街並、景観等の形成

その他

① 子育て世代の流入増進・流出抑制に重点を置くべき分野
（件）
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54.1
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② 結婚希望をかなえるために重点を置く取り組み

結婚につながる出会いの機会づくり

結婚を仲介するサポートづくり

若い世代の経済的安定

若い世帯向け住宅の整備

結婚費用等の融資

結婚奨励金制度の導入

その他

未記入（％）

43.1

30.0 

12.5 

8.3

2.8 3.3

③ 出産希望をかなえるために重点を置く取り組み

妊娠・出産に関する相談体制や医

療体制の充実

育児休業の取得など妊娠・出産に

対する職場環境の整備

女性の再就職支援の充実

出産お祝い金の導入

その他

未記入（％）

①雇用及び子育て環

境の充実の必要性

がうかがえる 

②雇用環境の充実や結

婚に向けての外的な

サポート体制の強化

が求められているこ

とがうかがえる 

③妊娠中や子育てサポ

ート体制の充実が求

められていることが

うかがえる 

④子育てに関する経済

的負担の大きさがう

かがえる 
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２．人口の現状分析 

 

２) 転出者・転入者アンケート調査 

・２０１９（平成３１）年３月１日から２０１９（令和元）年９月３０日までの期間における転

出者（２６９名）・転入者（１９３名）を対象として、本町における社会増減（転出・転入）

の動向（転出・転入の理由等）に関するアンケートを実施しました。 

（転出者数：２６９人、回答率は２６．８％ 転入者数：１９３人、回答率は３９．４％） 

 

【転出者・転入者のアンケート結果】 

 

 

 

出典：転出者・転入者アンケート調査  
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２．人口の現状分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：転出者・転入者アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】 

 ・転出・転入の理由は、どちらも就職や転勤など仕事に関する事項によるものが最も多い。

また、４０歳代以下の回答者では、仕事に関する事項に加え、結婚による理由も多くなっ

ている。 

 

 ・転出者・転入者がともに望む施策は、「老後も安心して住み続けられるまちづくり」 

である。また、４０歳代以下の回答者では、子育て環境の充実、若者の移住促進、 

働き場の創出等を望む割合が高い傾向にある。 
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３．将来人口の推計と分析 

(１) 基準となる将来人口推計 

１) 社人研推計における将来人口推計の比較 

・改訂前の人口ビジョン策定時に将来人口推計の算出基準として用いた平成２５年社人研推計

準拠の推計値（中位推計）と最新の平成３０年社人研推計準拠の推計値（中位推計）を比較

すると、２０４０（令和２２）年時点では約１，５００人、２０６０（令和４２）年時点では

約２，３００人の差が生じています。 

 

 

 

 

 

  

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 
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【ポイント】 

・本町の人口減少の状況は、この５年間で加速度的に進行した。この状況は今後も続くものと 

予測している。 

 

【２０４０年時点】 
約１，５００人の差
が生じている 

【２０６０年時点】 
約２，３００人の差
が生じている 



 

24 

 

３．将来人口の推計と分析 

 

２) 人口減少段階の分析 

・人口減少は、第１段階（老年人口増加、生産・年少人口減少）、第２段階（老年人口維持・微

減、生産・年少人口減少）、第３段階（老年人口減少、生産・年少人口減少）の３つの段階を

経て進行するとされています。 

・平成３０年社人研推計準拠の「中位」推計に基づき本町を分析すると、２０１５（平成２７）

年の人口を“１００”とした場合の老年人口の指標は、２０２０（令和２）年以降減少に転

じると推計されています。 

 

 

 

  

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

 

参考：人口減少段階の比較（【人口の単位】白老町：人 ／ 全国・北海道：１，０００人） 
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生産・年少人口減少

【第３段階】

老年人口減少

生産・年少人口減少

【ポイント】 

・全国や北海道の動向よりも早く推移しており、２０２５（令和７）年にはすでに、最も 

高い「第３段階」に入ることが予測される（下段の「人口減少段階の比較」を参照）。 
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３．将来人口の推計と分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ここまでの整理】 

 

 ○ 改訂前の人口ビジョン策定時に将来人口推計の算出基準として用いた平成２５年社人研

推計準拠の推計値（中位推計）と最新の平成３０年社人研推計値（中位推計）を比較す

ると、平成３０年の方が人口の減少幅が大きくなっており、今後より一層加速すること

が予想される。 

○ 人口減少段階では、２０２５（令和７）年以降「第３段階」へ突入することが予測され

ており、全国・全道と比較しても厳しい状況にある。 

【将来人口の推計の基準について】 

 

 ○ 以上の状況を踏まえ、推計の基準を下記のとおり設定する。 

平成３０年 社人研推計（中位推計）をベースに、全国の社人研推計の乖離率（出生 

中位・死亡中位の推計値と出生低位・死亡低位の推計値の減少率）をかけあわせて 

算出した町独自推計値（社人研に準拠した低位推計値）を用いる。 

 

※以下、このベースとなる推計値を「町独自推計値（低位推計）」と表記する。 

本町の人口減少・高齢化について、他自治体と比較しても厳しい状況に立たされる

ことが予想される。 
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３．将来人口の推計と分析 

 

将来人口の推計 

・「町独自推計値（低位推計）」の２０６０（令和４２）年までの総人口及び年齢３区分別割合の

推移は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

※総人口の値は年齢不詳者を含めて計上しているため、各年齢区分の合計値と一致しない場合があります。 

  

・以下、人口の将来展望を検討するにあたり、この「町独自推計値（低位推計）」を基に、 

出生率や移動率などの条件を複数設定し、人口推計の比較及び、自然増減・社会増減の 

影響度を分析する。 
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３．将来人口の推計と分析 

(２) 将来人口の分析 

１) 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

・本分析は、出生率の向上と社会増のどちらが人口減少抑制に寄与するのか、その影響度の大き

さを分析するものです。ここでは、町独自推計値（低位推計）をベースに、以下の２つのシミ

ュレーションによりその分析を行いました。 

 

シミュレーション１【合計特殊出生率 向上】 

 町独自推計値（低位推計）において、合計特殊出生率が２０６０（令和４２）年までに人口置換水

準（人口を長期的に一定に保てる水準の「２．１」）まで上昇したと仮定した場合。 

 

シミュレーション２【合計特殊出生率 向上 + 社会移動率 ０】 

 同じく町独自推計値（低位推計）において、合計特殊出生率が２０６０（令和４２）年までに人口

置換水準（２．１）まで上昇し、かつ、人口移動が均衡（転入・転出数が同数となり移動がゼロと

なる）したと仮定した場合。 

 

 

 

 

 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度 

シミュレーション１の２０４５（令和２７）年推計人口＝７，３９７人 

町独自推計値（低位推計）の２０４５（令和２７）年推計人口＝７，６４６人 

⇒  ７，３９７人／７，６４６人＝９６．７％ 

１ 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の２０４５（令和２７）年推計人口＝１０，０５８人 

シミュレーション１の２０４５（令和２７）年推計人口＝７，３９７人 

⇒１０，０５８人／７，３９７人＝１３６．０％ 

５ 

自然（社会）増減の影響度 「１」＝１００％未満 「２」＝１００～１０５％ 「３」＝１０５～１１０％ 

  「４」＝１２０～１３０％  「５」＝１３０％以上の増加  

人口減少度合いを抑える
上で、社会増の施策がより
効果的である 

【分析結果】 

・シミュレーション２の方が、人口減少抑制に寄与する。つまり、社会増（定住及び転入、

転出抑制等）が人口減少抑制に効果的ということを示している。 
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３．将来人口の推計と分析 

 

２) 人口構造の分析 

・人口の“数”だけではなく、総人口に対する適正な年齢区分別の構造・バランス感も、将来人

口が持続していく上で重要な要素です。例えば、人口が増えたとしても、その人口構造の内訳

の大半が老年人口で占めている場合、長期的にみると減少に転じることとなります。 

・以下「１）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析」と同様、町独自推計値（低

位推計）をベースに、シミュレーション１、２を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

■白老町の推計結果ごとの人口増減数・増減率 

 
総人口 

（人） 

０－１４歳 

人口 

（人） 

 
１５-６４歳 

人口 

（人） 

６５歳以上 

人口 

（人） 

うち 

０－４歳 

人口 

（人） 

２０１５年 
(H２７年） 

現状値 １７，７４０ １，４７５ ３６５ ９，０１１ ７，２５４ 

２０４５年 
(R２７年） 

町独自推計値（低位推計） ７，６４６ ３１６ ８３ ２，７８７ ４，５４３ 

シミュレーション１ 

（出生率向上） 
７，３９７ ５１０ １４５ ２，８６４ ４，０２３ 

シミュレーション２ 

（出生率向上＋社会移動率０） 
１０，０５８ １，２３５ ３７５ ４，７５６ ４，０６７ 

 

 

 
総人口 

（％） 

０－１４歳 

人口 

（％） 

 
１５-６４歳 

人口 

（％） 

６５歳以上 

人口 

（％） 

うち 

０－４歳 

人口 

（％） 

２０１５年 

(H２７年） 

から 

２０４５年 

(R２７年）の 

増減率 

町独自推計値（低位推計） ▲５６．９０ ▲７８．５９ ▲７７．３６ ▲６９．０７ ▲３７．３７ 

シミュレーション１ 

（出生率向上） 
▲５８．３０ ▲６５．４２ ▲６０．３３ ▲６８．２１ ▲４４．５５ 

シミュレーション２ 

（出生率向上＋社会移動率０） 
▲４３．３０ ▲１６．２５ １０２．７９ ▲４７．２２ ▲４３．９４ 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値  

【分析結果】 

・シミュレーション２においては、各年齢区分において減少率が小さくなっている（老年人

口は除く）。つまり、人口減少の抑制に加え、人口構造の適正化が図られることを示してい

る。 
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３．将来人口の推計と分析 

 

３) 老年人口比率の変化（長期推計） 

・町独自推計値（低位推計）、シミュレーション１、２について、２０４５（令和２７）年時点の

仮定を２０６０（令和４２）年まで延長して推計を行いました。 

・老年人口について、町独自推計値（低位推計）は２０６０（令和４２）年まで増加傾向が続い

ており、シミュレーション１は２０５５（令和３７）年まで増加し続けていますが、２０６０

（令和４２）年に減少に転じています。また、シミュレーション２は２０２５（令和７）年を

ピークに以降減少しており、２０６０（令和４２）年時点では、町独自推計値（低位推計）の

約半分の比率となっています。 

 

 

 

 

■２０１０（平成２２）年から２０６０（令和４２）年までの総人口・年齢３区分別人口比率 

 
 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（H22年） （H27年） （R2年） （R7年） （R12年） （R17年） （R22年） （R27年） （R32年） （R37年） （R42年）

総人口 19,376 17,740 16,192 14,198 12,405 10,682 9,078 7,646 5,914 4,825 3,810

年少人口比率 9.90 8.31 7.26 6.07 5.40 4.82 4.43 4.13 4.09 3.76 3.50

生産年齢人口比率 56.02 50.80 47.44 45.58 44.61 42.43 38.91 36.45 37.16 35.82 35.13

老年人口比率 34.08 40.89 45.30 48.35 49.99 52.75 56.66 59.42 58.75 60.42 61.37

75歳以上比率 16.03 19.55 24.31 30.73 34.91 35.36 35.64 37.86 38.35 41.96 43.22

総人口 19,376 17,740 15,929 14,165 12,383 10,636 8,929 7,397 6,148 5,093 4,109

年少人口比率 9.90 8.31 7.52 7.07 7.11 6.86 6.84 6.90 6.95 7.12 7.54

生産年齢人口比率 56.02 50.80 46.82 45.75 44.69 43.05 40.30 38.72 37.71 36.90 36.84

老年人口比率 34.08 40.89 45.66 47.18 48.20 50.09 52.86 54.38 55.34 55.98 55.62

75歳以上比率 16.03 19.55 23.88 29.52 33.10 32.69 31.76 32.62 36.19 38.89 39.18

総人口 19,376 17,740 16,503 15,232 13,921 12,602 11,278 10,058 9,069 8,257 7,495

年少人口比率 9.90 8.31 7.36 7.15 8.17 9.74 11.37 12.28 12.33 12.41 13.42

生産年齢人口比率 56.02 50.80 47.83 47.70 47.38 46.57 45.88 47.29 49.82 52.04 53.98

老年人口比率 34.08 40.89 44.81 45.15 44.45 43.69 42.75 40.43 37.85 35.55 32.60

75歳以上比率 16.03 19.55 23.63 28.69 31.15 29.39 26.73 25.14 25.23 24.55 22.23

町独自推計値
（低位推計）

シミュレーション１
（出生率向上）

シミュレーション２
（出生率向上＋社会移動率０）

34.08 

40.89 

45.30 

48.35 
49.99 

52.75 

56.66 
59.42 58.75 

60.42 61.37 

34.08 

40.89 

45.66 
47.18 48.20 50.09 

52.86 
54.38 

55.34 55.98 55.62 

34.08 

40.89 

44.81 45.15 44.45 43.69 42.75 
40.43 

37.85 
35.55 

32.60 

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

55.00

60.00

65.00

（H22年） （H27年） （R2年） （R7年） （R12年） （R17年） （R22年） （R27年） （R32年） （R37年） （R42年）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口比率の長期推計

町独自推計値

（低位推計）

シミュレーション１

（出生率向上）

シミュレーション２

（出生率向上＋社会移動率０）

（％）

【分析結果】 

シミュレーション２においては、老年人口比率が低くなっている。つまり、社会増に 

より、人口構造の適正化が図られることを示している。 
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３．将来人口の推計と分析 

(３) 目指すべき将来の方向 

人口減少社会に対し、町として何もせず、なりゆきに任すと、人口の減少段階が「第３段階」

に突入し、町の総人口が、２０４５（令和２７）年には７，７７０人、２０６０（令和４２）年

には４，２５８人と、社人研推計のとおり減少していきます。 

一方、町として人口減少社会に対する戦略・施策を実施し、人口構造の適正化を図ることで、

人口減少幅の抑制が可能となることが、分析結果から明らかとなりました。 

これまでの分析結果や前回策定の人口ビジョンとの乖離等、様々な状況を踏まえ、本町が目指

すべき将来の方向性を以下のとおり設定します。 

 

【人口の将来展望の推計基準】 

・人口減少段階のスピードが国や北海道に比べ進んでいることや、社人研推計の結果が年々厳

しい予測となっていることから、町独自で算出した「低位推計」を基準とします。（改訂前人

口ビジョンから下方修正） 

 

【合計特殊出生率】 

・人口規模を維持するため、望まれる合計特殊出生率としては人口置換水準である２．０７が

必要ですが、実態は１．２１（町独自推計）であり、その差は非常に大きい状況です。また、

子育てしやすい環境づくり等の施策を実施したとしても、その効果は短期的に表れるもので

はなく、長期的な視点が必要であることから、２０６０（令和４２）年時点において国民希

望出生率である１．８を目指すこととします。（改訂前人口ビジョンから下方修正） 

 

【人口移動率】 

・人口移動率の均衡（転入・転出数が同数となり移動がゼロとなる）は現状や今後の見通しか

らも厳しい状況にあります。合計特殊出生率と同様、人口移動率についても、長期的な視点

をもち、移住施策や交流人口拡大策等の展開により、現在の移動率を徐々に抑制し、２分の

１を目指すこととします。（改訂前人口ビジョンから下方修正） 

 

【転入人口（子ども及び子育て世代等）】 

・今後、加速化する少子・高齢化社会においても、まちの魅力や良さを損なわず持続可能なま

ちづくりを進めるためには、若い世代の存在は必要不可欠です。また、分析結果からも社会

増によってまちの人口規模及び構造の改善が図られることも分かりました。このことからも、

若い世代等をターゲットとした、魅力的なまちづくりを進めることで、年間４０人の転入を

目指すこととします。（改訂前人口ビジョンから維持） 

 

■将来人口推計における基本的条件

区分 条件項目 人口ビジョン改訂後 改訂前 

自然 

動態 

合計特殊 

出生率 

２０６０（令和４２）年にかけて１．８まで上昇 

※１．８は国民希望出生率 

１．４（２０２０年）→１．８（２０４０

年）→２．１（２０６０年） 

社会 

動態 

人口移動率 
２０６０年（令和４２）年時点で 

国の設定値の１／２となるよう段階的に変動 

２０１５～２０２０年まで：国の設定値の

１／４ →２０２０年以降：０ 

転入人口 

国博関係者 
― 

＋２４０人 

（２０２０年まで） 

転入人口 
子ども子育て世代等 

＋２００人（２０１５（平成２７）年から 

２０６０（令和４２）年の間、毎年４０人ずつ） 
同左 
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４．人口の将来展望 

 
(１) 人口の長期見通し 

前項の「目指すべき将来の方向」に基づき、合計特殊出生率の上昇、転出の抑制及び転入の

促進等を図ることで、２０４５（令和２７）年で８，６０１人、２０６０（令和４２）年で６，

１２２人の人口確保を目指します。 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

 

 

  

【人口減少対策分】 

＋９５５人 

【人口減少対策分】 

＋２，３１２人 

８，６０１人 

６，１２２人 

７，６４６人 

３，８１０人 

【第２期戦略始期】 

２０２０ 

（令和２）年 

１６，２４７人 

【第２期戦略終期】 

２０２４ 

（令和６）年 

１４，７６９人 

【中期的】 

２０４５ 

（令和２７）年 

８，６０１人 

【長期的】 

２０６０ 

（令和４２）年 

６，１２２人 
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４．人口の将来展望 

 
(２) 年齢３区分別割合の推移・見通し 

前項の「目指すべき将来の方向」に基づき、総人口に対する年少人口及び生産年齢人口の割

合の上昇と老年人口の割合の抑制を図ることで、人口構造の適正化を目指します。 

 

 

 

出典：２０１０（平成２２）年及び２０１５（平成２７）年国勢調査、２０１８（平成３０）年社人研推計値 

※総人口の値は年齢不詳者を含めて計上しているため、各年齢区分の合計値と一致しない場合があります。 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（H22年） （H27年） （R2年） （R7年） （R12年） （R17年） （R22年） （R27年） （R32年） （R37年） （R42年）

年少人口 1,917 1,475 1,176 1,124 1,052 947 878 826 788 763 746

生産年齢人口 10,852 9,011 7,736 6,664 5,879 5,129 4,382 3,860 3,501 3,223 2,993

老年人口 6,600 7,254 7,335 6,661 5,932 5,257 4,608 3,915 3,337 2,860 2,383

合計 19,376 17,740 16,247 14,449 12,863 11,333 9,868 8,601 7,626 6,846 6,122

年少人口割合 9.9% 8.3% 7.2% 7.8% 8.2% 8.4% 8.9% 9.6% 10.3% 11.2% 12.2%

生産年齢人口割合 56.0% 50.8% 47.7% 46.1% 45.7% 45.3% 44.4% 44.9% 45.9% 47.0% 48.9%

老年人口割合 34.1% 40.9% 45.1% 46.1% 46.1% 46.3% 46.7% 45.5% 43.8% 41.8% 38.9%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

【将来目標人口】 

２０４５（令和２７）年 ［対策前］７，６４６人 ⇒ ［対策後］８，６０１人 
人口減少対策分：＋９５５人 

２０６０（令和４２）年 ［対策前］３，８１０人 ⇒ ［対策後］６，１２２人 
人口減少対策分：＋２，３１２人 
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